
皆さん自由貿易と聞いて何をイメージしますか？
自由という聞こえの良い言葉で包んだ大変恐ろしい協定が結ばれようとしています。
この協定はデフレの悪化をまねき多くの外国人流入により雇用は失われ、治安はさらに悪化します。
ＴＰＰは輸出倍増を掲げる事実上アメリカとの二国間、日中韓投資協定は反日政策をとる中国・韓国との自由貿易です。
農業問題に矮小化されがちな自由貿易ですが実態は人員の入国や非関税障壁等、非常に恐ろしい問題が山積しています。
ここで紹介するのは氷山の一角です。    どうかみなさんＴＰＰと日中韓投資協定に反対願います！！

国内総生産(名目GDP)に対する輸出の割合は約１７％しか
ありません。（ＩＭＦ、内閣府「国民経済計算」）
「日本は輸出立国である、貿易立国である。」
とされてきましたが、

「日本は輸出立国だから、さらに条件を
良くするために貿易の自由化を
行わなけばならない！」とは、

単なるイメージに過ぎません。
 残念ながら今の日本はこの83%の企業の
成長を止めることばかりしています。

関税の無税化は私たちに大増税を招きます！

実は全くのウソなのです。
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糧を他国に握られたその先にあるものは・・・？
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 「海外に打って出ろ！  バスに乗り遅れるな！ 日本は鎖国
して いる！」とは、エコノミストの常套句です。 
  しかし、日本ほど農産物をはじめ、関税率が低く国境を開
いている国はありません。 
  自由貿易を求めるのは輸出を主とした企業です。 
  その企業は経団連やメディアの大手スポンサーであり、Ｔ
ＰＰや日中韓投資協定に関する「恐ろしい部分は隠し、ほん
のわずかなプラス面」ばかりを取り上げて報道しています。 
  日本が築き上げてきた財産や文化が国際化を意味するグ
ローバル化により自由に他国へ流れてしまいますよ・・・ 
 

  食糧の関税が撤廃された場合、これまで以上に海外の食糧が日本市
場に出回ります。 
  日本で安全に作られた農産品・畜産品は売れなくなり、日本の農産
家、畜産家は壊滅し、食糧を他国に握られてしまいます。 
 「我々の要求を呑まなければ日本へ食糧を輸出しない」とは決して
ドラマの世界でありません。 
  安ければ良いのでしょうか？   
私たちは他国に言いなりになりたくありません。 
  

  一度自由化してしまったものは後で不利な条件と気付いて
も変えられないのがラチェット規定。 
  日本の法制度が悪いと言いがかりをつけられ、国家が訴え
られるＩＳＤ条項。その賠償金は税金で支払われます。 
  今、急いで決める理由は米国オバマ大統領が「輸出倍増政
策」を掲げたからであり、その輸出先は「日本」なのです。 
  次の大統領選までにＴＰＰ締結で輸出の実績をあげようと
しているのは想像に難くありません。 

  自由貿易で民間事業だけでなく、公共事業にも外国企業が
入札でき、その基礎として国家間の人の往来が原則自由とな
ります。 
  ともなって移民が増え、今よりもさらに犯罪の増加がとて
も懸念されます。これは決して差別でありません。なぜなら
ＴＰＰや日中韓ＦＴＡによって移民を増やすということは他
の国の自国で儲けることができなかった方や犯罪者がラクに
儲けようとして日本にやってくるからです。 
 結果的に人件費の安さを求めることにより一部の企業のみ
の利益が優先され、日本人の雇用が失われることにより日本
経済は利益を優先した結果国内経済は疲弊し、しかも最大の
財産である治安すらも失われてしまうからです。 

  アメリカでは「歯の治療に１０万円、盲腸の手術に２５０万
円」かかり一生に数度しか治療できないことも珍しくありませ
ん。 
  これは術式にも特許料が発生しているからです。 
  アメリカが狙っているものの一つは日本の保険です。 
  私たちは意識していませんが、日本の素晴らしい皆保険（か
いほけん）制度。それをアメリカは奪いにかかるでしょう。 
  ＴＰＰに入ると民間保険となり、利益を優先する民間保険は
保険支給をなかなか行いません。 
  ＴＰＰとは農業問題だけでありません。しかしこれでもまだ
ＴＰＰの一部分なのです。 

  将来を大きく左右する本協定を急いで決め
て良いことは一切ありません。 
  ＩＳＤ条項によりアルゼンチン政府はアメ
リカ水道企業が欠陥工事を行ったにも関わら
ず逆に訴えられ、約１３２億円を支払うハメ
になりました。 
  次は日本です・・・ 


